福岡県指定構造計算適合性判定機関指定基準（案）
第１　趣旨

この基準は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第１８条の２第１項及び第２項の規定に基づき、福岡県知事が指定構造計算適合性判定機関（以下「判定機関」という。）を適正に指定するために必要な事項を定めるものとする。

第２　用語の定義

この基準において使用する用語の意義は、法、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号。以下「政令」という。）、建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号。以下「省令」という。）、建築基準法に基づく指定資格検査機関等に関する省令（平成１１年建設省令第１３号。以下「機関省令」という。）及び指定構造計算適合性判定機関指定準則（平成２７年３月２日国住指第４５４０号。以下「準則」という。）において使用する用語の例による。
第３　指定区分

判定機関の指定は、法第１８条の２第４項の規定により読み替えて適用する法第６条の３第１項及び第１８条第５項に規定する構造計算適合性判定（以下「判定」という。）について、次の区分に従い行う。

１　限界耐力計算又は、これと同等以上に安全性を確かめることができるものとして国土交通大臣が定める基準に従った構造計算による建築物

２　特殊な工法等の採用により、福岡県内に事務所を置く判定機関の全てが、判定することができない建築物

３　準則第３第３号の規定により、福岡県内に事務所を置く判定機関の全てが、判定することができない建築物

４　前３号以外の建築物
第４　指定要件

判定機関の指定を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、次に掲げる要件に適合するものとする。

１　法令等への適合

法、政令、省令、機関省令及び準則に定める判定機関及び判定の業務に係る規定に適合していること。

２　業務区域

 　福岡県内全域を業務区域とすること。

３　業務範囲

第３各号の１以上の業務とすること。ただし、申請者の体制等に応じて、判定の業務範囲を限定することができるものとする。

４　事務所の所在地等

福岡県内の建築物の判定業務を行う事務所は、福岡県内に置くこと。ただし、第３第１号から第３号までに係る建築物を業務範囲とする場合はこの限りでない。

５　構造計算適合性判定員の確保

前号に規定する事務所に常勤（判定機関に専任の職員で、かつ、判定の業務に週３日以上専ら従事する者に限る。）の判定員を２名以上置くこと。

６　設備等

原則として、国土交通大臣の認定を受けたプログラムを使用した判定の全てに対応できる認定プログラムを使用できる環境を整備すること。

７　専門的な識見を有する者の選任

法第１８条の２第４項の規定により読み替えて適用される法第６条の３第３項及び第１８条第７項に規定する専門的な識見を有する者をあらかじめ選任すること。

８　判定手数料

判定に係る手数料の金額は、審査に要する費用の実態に照らし、適切な額とすること。
第５　指定手続

知事は、必要に応じ、判定機関の指定を希望する者の募集方法、募集期間及び指定予定の判定機関数並びに審査方法等を定めるものとする。この場合において、判定機関に係る指定の申請等に関し必要な事項について福岡県構造計算適合性判定機関募集要領に定め、公表するものとする。
第６　指定の更新

第４の規定は、法第７７条の３５の７の規定による指定の更新の場合について準用する。

附 則

この基準は、平成２５年７月１日から施行する。

この基準は、平成２７年６月１日から施行する。
この基準は、令和　　年　　月　　日から施行する。
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